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書評
川島哲郎編
「経済地理学』
小
?
毅
I 
経済地理学 (EconomicGeography)という標題の専門書は戦前戦後を通じて外国でも
日本でもそれほど多くはないように思われる。しかも，国により著書によって異るけれど
も，数少ない著作の大部分が概説書か試論的研究，ないしは特定分野を扱った純専門書に
限られている。とくに後者の純専門書の場合は，研究内容が経済地理学の範疇に入る著作
であっても，書名は特殊専門的なタイトルが冠せられているケースが少なくない。経済地
理学なるタイトルを冠せた専門書が多くないのは，この学問の研究対象範囲が余りにも広
いからではないかと評者には思われる。したがって，相当な大作であっても理論的研究か
ら個別具体的な実証研究に亘る広範な分野をカバーすることは，ほとんど不可能に近いと
いえるからである。
このような学問分野で最近注目される一冊の書物が出版された。経済地理学会々長の川
島哲郎氏を編著者とし，同学会で活躍する中堅の研究者10名が共同執筆した『経済地理学』
（総観地理学講座13)がそれである。編著者が「はしがき」でことわっているように，本
書は「経済地理学を経済の地域的形象，すなわち経済諸現象の地域的な展開と連関，それ
を通じて形づくられる経済の地域構造を，理論的に分析，解明する学問」とみる立場に立
っている。これまで経済地理学という標題で著わされた書物や論文にこうした視点が全く
ないわけではないが，本書ほど明確に意識した著作は少ないように思われる。そういう意
味で本書は異色の労作である。以下，煩をいとわず項目を追って本書の内容を紹介してみ
よう。
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本書は10章で構成され，各章のテーマと執筆者は次の通りである。
1. 経済地理学の課題と方法（川島哲郎）
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2. 産業構造の展開と経済の地域構造（矢田俊文）
3. 農業地域構造の形成と変動（藤田佳久）
4. 工業地域構造の形成と変動（松橋公治）
5. 商業・サービス業の地域構造の形成と変動（山口不二雄）
6. 経済的中枢管理機能の地域構造の形成と変動（青野寿彦）
7. 所得の分布と変動（山本健児）
8. 国土の保全と利用（松原宏）
9. 国際分業の進展と地域構造の変動（山川充夫）
10. 地域政策（辻悟ー）
まず第1章経済地理学の課題と方法では経済地理学の基本的性格が検討される。著者
は，経済地理学が地理学と経済学の両分野にまたがる単なる学際領域の学問ではないこと
を指摘したうえで， 1)経済地理学の歩み， 2)経済地理学の性格， 3)経済地理学の対象・課
題， 4)経済地理学理論の内容， 5)経済地理学と地域政策について概説している。
「経済地理学の歩み」では，ウィルヘルム・ゲッツが1882年に初めて経済地理学なる用
語を使用したことを紹介し，それ以後の学説をa)環境論的経済地理学（プレハーノフ，ゥ
ィットフォー ゲルなど）， b)分布論的経済地理学（リュール，シュミットなど）， c)第2次
大戦以後の経済地理学（クリスタラー， レッシュ，チサム，マルクス経済地理学者など），
d)地誌論的経済地理学， e)計量革命とラデイカル派に一応分類して，単純粗雑な分類はか
えって実想をゆがめる危険性をもつことをことわりつつ，それぞれを批判的に解説してい
る。「経済地理学の性格」では， 地理学と経済学との関係， とくに地理学の学問的性格に
触れて，地理学が諸現象を地理的差異，地理的連関，地理的秩序・構造などの視角から研
究するかぎりにおいて経済地理学も地理学の一つに数えられること， また斯学の記述的
(ideographic)側面を無視するわけではないが，本来は法則定立的 (nomothetic)な学
問であることを指摘する。
「経済地理学の対象・課題」では，これまでの学説を批判的に論評しながら，斯学の対
象を質量両面において地域（空間）的様相をもつあらゆる経済現象とし，またその課題に
ついては経済現象のもつ地域（空間）的形象の形成，変化，消滅の過程を貫く法則性を追
求する点にあることが強調される。「経済地理学理論の内容」では，経済地理学の対象と
して経済現象の歴史性を捨象しえないこと，また経済地理学の扱う空間は無限定な抽象的
空間ではなく歴史的な規定の下にある空間つまり地域であること，経済地理学の理論的研
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究における最も重要な側面が現実・具体的な経済現象を直接的に規定し制約している次元
（例えば資本主義的メカニズム）での研究にあること，さらにこのような観点がウェーバ
ーやリュールのごとき先学によって指摘されている点などを論じている。 「経済地理学と
地域政策」では，経済地理学が現代社会の当面する経済上の地域問題を解く学問であるに
もかかわらず，その点についての関心が薄かったのは，地域問題に対する社会的認識が比
較的新しいことからきている点を指摘し，近年においては，ラデイカル派の活動にみられ
るように，経済地理学の政策分野への進出が著しく強まったことを紹介して第1章を結ん
でいる。
第2章産業構造の展開と経済の地域構造では，経済の地域構造を語る場合，世界経済
の地域構造と国民経済の地域構造に分けることができるが，本章では後者の国民経済の地
域構造に焦点を当てて論考するとことわったうえで，経済の地域的展開が二つの側面，っ
まり(1)産業構造を担う諸部門・諸機能の地理的配置ー産業配置， (2)地域経済の重層的な編
成としてそれぞれ把握される点を説く。そして地域構造の歴史的基礎がA. ウェーバーの
指摘を参考にして検討されたあと，産業革命以前に「都市対農村」を軸にして成立してい
た経済の地域構造が，資本主義経済の発展に対応してどのように変化してきたかを，産業
資本主義・独占資本主義・成熟資本主義の各段階を通じて鋭くかつ詳細に分析している。
こうして現代資本主義下における地城格差•国土問題・地域政策・国際分業などの諸問題
が検討されて本章が結ばれている。
第3章農業地域構造の形成と変動では，戦後の先進資本主義諸国を中心とした経済発
展が第二次，第三次産業の著しい発展と農業部門の相対的地位の低下をもたらし，その過
程で農業問題が地域問題としてクローズアップされたこと，なかでもわが国においてこう
した状況が明確に現われたことを述べたあと，農業の再編成が農業地域構造の形成とその
メカニズムにどのようにかわったかについて解明する。
まず農業の地域構造に関する諸理論が，ケネーやチュルゴーに代表される重農主義，チ
ューネンやウェーバーの立地論，山田盛太郎等の農業地帯構造論， リカードやオーリンに
よる地域分業論を中心に，その系譜と歴史的展開過程の分析を通じて考察される。そして
現段階におけるわが国農業地城構造の問題点が地城内部に階層化と地域分化を同時進行さ
せながら農業地域ないし農業圏が縮小している現実を中心に図表を駆使して論考される。
次いで農業の再生産構造の分析が行われ，食糧需給の変化とくに自給率低下の問題が国際
的環境のなかで論じられ本章を結んでいる。
第4章工業地域構造の形成と変動では，工業の地域的展開が一定の歴史的条件の下で・
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可能であり，資本主義経済下では「市場が特別の意味」をもつが故に，技術的合理性の枠
をこえて消費地指向を強め，工業の極端な地域的集積・集中をひきおこす傾向のあること
を紹介したうえで，工業の空間的展開の法則性を追求してきた工業立地諸理論の検討のほ
か，わが国の工業地域構造の形成と変貌過程が考察される。
まず最初に工業立地論に関する主要な諸説が取り上げられ，古典ともいえるA.ウェー
バーの工業立地論の問題意識や内容が概説されたあと，フェッターをはじめホテリング，
パランダー，フ バ ， レッソュ，クリーンハットなどがかかわる市場地域論や立地相互
依存学派の諸説が検討され，続いてアイザード，スミス，エストール，プキャナンなどの
最近の諸研究が批判的に紹介されている。
次いで， 日本の工業地域構造の形成と変動過程が日本資本主義の発展との内的関連のな
かで概括される。つまり戦前の工業地域構造，戦後のいわゆる高度経済成長期におけるエ
業地域構造の変貌と再編成，低成長期における工業地域構造の新展開というように，各経
済発展段階における工業地域構造の変化とその特徴が検討されている。
）ス，フフノス，西ドイツ，アメリそのあと工業の地域構造の国際比較が行われイギ I
カ合衆国など欧米の先進資本主義諸国を中心に，工業発展の特徴と工業の地城的展開の特
異性が比較検討されている。
第5章 商業・サーピスの地域構造の形成と変動は商業・サービス業の地域構造の解明
に向けての理論的整理を試みている。まず商業・サービス業を構成する産業領域を整理
し，この部門が(1)国民経済の空間的秩序の主要な担い手であること， (2)生産とは異質の原
理で地域構造を構成していること， (3)機能地域の広域的な重層構造を成していることなど
を指摘したあと，中心地理論・立地論と地域構造論との関係，国松久弥・山名伸作両氏の
見解，地城構造論への視点が検討される。
次いで商業・サービス業の地域構造の形成メカニズムについて理論的論考が行われる。
まずクリスタラーの中心地理学やレッシュの市場隠構造論の検討や，商業資本の機能分化
と流通経路の分析を通じて，商業・サービス業における市場圏の重層構造の形成原理が詳
細に考察され，そのあと商業地区の構造と地代・地代競合の関係が論じられる。続いて地
域構造の変動問題が取り上げられ，地域構造の歴史性に触れたあと，商業・サービス業の
資本集積と事務所配置や，商業集積地の再開発と土地問題との関係が述べられている。
第6章 経済的中枢管理機能の地域構造の形成と変動では，まず経済的中枢管理機能の
重要性の増大が指摘され，これが地域問題ないし地域構造とのかかわりで問題になったの
には， (1)経済的中枢管理機能が巨大都市へ集積・集中したこと， (2)大企業がその成長過程
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で事務所網（本社・支店など）を整備していったことにあると説く。そして同機能の地域
楠造形成の理論について，森川洋，フ゜レッド，アームストロング，マレッキの諸説を批判
的に紹介しつつ検討し，中枢管理機能の中心をなす企業本社の立地を，首都への集積・集
中と大都市立地について国際比較を試みて論考している。
次いで，経済的中枢管理機能の地域構造のもう一つの側面をなす本社を頂点とした企業
事業所網（支社・支店，営業所，出張所）の形成状況を阿部和俊氏の見解に即して考察
し，続いて本社業務ではないが，意思決定機能・情報収集機能・組織管理統制機能ととも
に，今日益々重要性の増大している今一つの中枢管理機能である研究開発機能の立地に論
及している。
第1章所得の分布と変動では，所得の地域分布つまり所得の地域間格差に関する諸理
論を紹介・検討し， 日本における所得の地域間格差の変動について試論的再検討を加えて
いる。まずH本の経済地理研究者の理論については西岡久雄.JI! 島哲郎・矢田俊文の見解
を論評し，ついでボーツ，スタインなどの新古典派モデル， ミュルダールの循環的累稼的
因果関係論，ハーシュマン， ウィリアムソンなどの折衷諭などに検討を加えて，これら諸
＇理論の論点を整理・検討している。
日本における所得の地域間格差の分析については，測定方法として変動係数を用い，主
に戦後の地域間格苑の動向を県内純生産，県民分配所得， 1人当り県民分配所得の三つの
指標で比較し，県別格差の変動パターンを描き出している。そして最後に国際比較を行う
ための準備的作業として，フランスとアメリカ合衆国の両国を取り上げ，各国内の所得の
地域間格差の変動を分析している。
第 8章 国土の保全と利用では，国土利用に関する理論研究を紹介検討し，国土利用の
実態と間題点を分析整理して国土利用論の展開を試み，わが国の国士利用の地域構造を明
らかにしている。まず既存の国土利用研究については， 「土地利用論」と「自然と人間と
の関係に関する研究」に分けて，前者はバージュスやホイトなどの見解，後者は生産関係
重視と生産力重視の側面からマルクス・レーニンをはじめエコロジスト（ゴルツなど）の
諸説を援用して詳細な検討を行い，既存研究の問題点を指摘している。
次いで国土利用論の展開に触れたあと，国土利用の実態と問題が論考され， とくに国士
利用問題の諸相のうち過密・過疎と地価騰貴，資源の放棄と濫用，公害・災害の多様化・
深刻化・広域化などの現代日本買本主義の発展過程で顕在化した深刻な諸間題が究明され
る。そして著者は国土保全のあるべき姿と方向に論及して本章を結んでいる。
第9章 国際分業の進展と地域構造の変動では，国民経済の地域構造論に国際分業の視
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点を取り入れ，地域経済が国際経済に大きく影響を受けながら，国民経済の地域構造のな
かにどのような形で組み込まれているかを解明している。まず地域構造論に国際分業視点
をどのように導入するかを，オリーンの国際分業論の紹介と批判を通じて論じたあと，世
界経済の多極化とアメリヵ合衆国を中心とする多極的構成を世界貿易のネットワークと貿
易構造（比較優位）の側面から分析し， 資本輸出の重層性と地域性がアメリカ合衆国，
EC, 日本， NICSの資本輸出を検討することによって究明されている。
次いで個別資本の国際配置と統合の諸形態が取り上げられ，個別資本の国際配饒をマク
ロレベルでの四層構造に対応して四つの類型，つまり(1)国際比較において絶対的優位をも
つ部門（先端・金融・情報など）， (2)大規模な研究開発費投入で先進国が比較優位をもっ
部門（カラーテレビ， 自動車など）， (3)生産技術の移転が低賃金労働力の存在と結合して
比較優位をもつ部門（電子機器，繊維など）， (4)先進国の資本と技術で開発を進め途上国
の産業環境とほとんどかかわりのない部門（石油など）に分類して，主要産業の国際配置
を中心に詳細に分析し，地域構造の形成と変動について論考している。
第10章地域政策では，地域政策が国家の多種多様な政策の一つであり，先進資本主義
諸国だけでなく発展途上国や社会主義国でも実施されているとみるが，本章では先進資本
主義諸国の地域政策を論考の対象としている。まず地域政策生成の背景について，地域格
差が地域問題となる契機は国家の体制維持や政権の確保・維持にあるとし，戦間期以降の
イギリスとアメリカ合衆国の事例をあげて説明し，地域政策の目標を国民福祉・経済的機
会の地域的平等化，産業と人口の地理的偏在や地域間不均衡の改善に求めている。次いで
地域政策のすべてが福祉政策的ではなく，それとは逆の成長政策として推進されてきた点
を指摘し，地域政策・措置の実施をめぐる諸問題や適用効果が具体的に検討されている。
そして，地域政策は国家の政策の中心的存在ではないとして，地域政策以外の国家政策
の地域問題への影響について触れたあと，地域政策の課題，たとえば(1)地域政策を有効に
実施しうる客観的条件， (2)産業・人口の再配置をめぐる問題， (3)対症療法的措置と抜本策
との対立問題，地城政策と他の政策との調整問題， (5)地域政策と都市計画との関係， (6)ff
政機構の問題などが論じられている。
][ 
以上の紹介で明らかなように，本書は経済の地城構造を理論的に解明した出色の労作で
ある。これまでの著作の多くは，具体的な経済現象の地域的分析にとどまるか，あるいは
立地論を中心にした抽象的な空間理論の解説に重点をおくかのいずれかであったように思
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われるが，本書は現実・具体的な産業分野における理論的分析を通じて，経済の地域性形
成を規定し制約する法則性を追求している点に特徴をもっている。
編著者が指摘しているように，理論的研究といっても理論のための理論ではなく，現実
の地域問題の解決に役立つ理論， という視点を明確に問題意識している点を本書の特色と
して高く評価することができる。また考察の対象が狭い産業分野にとどまらず，経済的中
枢機能や所得問題，国土利用にも及び，そのうえ国民経済の地域構造の分析に焦点を当て
てはいるが，必要な範囲において国際比較を行っているのも評価に価する。
評者には本書に注文をつけるほどの能力はないが，敢えて読後感の一端を指摘してみる
と，第1に，概説書にしては理論的解説の比重が高く一般の読者にとってはかなり読みず
らいように思われる。編著者も「本甚の少なからぬ部分が既存の抽象的な空間理論の解説
と批判的考察に割かれている」ことをことわっているが，導門の研究者はともかく一般の
読者や学生にとってはとつつきにくい難解書の部類に屈するのではなかろうか。
第2に，研究会で討議を重ね共通の考え方に立って本害を準備されたようであるが，執
筆者によって学問的立場を異にする論文が所収されているように思われる。論文集として
は当然であるが，通読していて若干の違和感が残ったのは評者だけだろうか。
ともあれ，本書は経済地理学の学問分野において，未開の分野を開拓した先駆的業績で
あり，当該学会だけでなく政策当局にも璽要な問題提起を行った出色の労作である。専門
の研究者はもとより，経済地理学の概要を把握したいと希望する学生諸君には是非ー読す
ることをおすすめしたい。
（朝倉書店， 1986年6月刊， A5版， 309ペー ジ。 3,900円）
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